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１ 背景と目的 

各地方公共団体では、「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」

（平成 17年３月 29日付け総務事務次官通知）や「電子自治体の取組みを加速するた

めの 10の指針」（平成 26年３月 24日総務省自治行政局地域情報政策室）等に基づき

行政改革の取組を進めてきました。 

しかしながら、依然として厳しい地方財政の状況など地方公共団体における経営資

源の制約が強まってきている一方で、少子高齢化等を背景とした行政需要は確実に増

加することが見込まれ、このような状況下においても質の高い適正な行政サービスを

将来にわたって持続的に提供するためには、ＩＣＴ等の積極的な活用や、民間委託等

の推進などによる更なる業務改革の推進が必要となっています。  

また、新型コロナウイルス対応において、地域・組織間で横断的にデータが十分に

活用できないなど様々な課題が明らかとなり、デジタル化の遅れに迅速に対応すると

ともに、制度や組織の在り方等をデジタル化に合わせて変革していく、社会全体のデ

ジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）に取り組む必要が生じたことから、令和

２年１２月、総務省は「自治体ＤＸ推進計画」を策定し、自治体が重点的に取り組む

べき事項を具体化しました。 

さらに国は、自治体情報システムの標準化・共通化の取組を推進するため、「地方公

共団体情報システムの標準化に関する法律」を令和３年５月 19 日公布、同年９月１

日施行し、自治体に対して標準化基準に適合したシステムの利用を義務付けています。 

これらの状況を受け、市では、第７期総合計画で定めた「適正で効率的な行政運営

の推進」に不断に取り組むため、令和３年９月に見直した『千歳市行政改革基本方針』

の下、「業務改革（民間委託等の推進やＩＣＴ等の積極的な活用などによる更なる業

務改革の推進）」と「定数管理（業務量に応じた適正な人員配置）」を改革手法の２本

柱に位置付けています。 

本方針は、毎年度、「業務改革・定数管理」の取組・進捗状況を検証するとともに、

行政改革に関する重点推進項目を決定するため策定するものです。 
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２ 業務改革 

業務改革は、基本方針に基づき事業規模や業務量の大小を問わず日常的に取り組む

課題です。その進捗については、適正で効率的な行政運営の観点から毎年確認し、行

政改革推進本部で検証し、その結果についてホームページなどで公表します。 
また、時代の変化を的確に捉え、地域の特性や特色を生かした行政を展開するため、

目指すべき職員像を明らかにした「千歳市人材育成基本方針」に基づく「職員の意識

改革アクションプラン」を着実に実行し、業務改善・意識改革の取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）行政サービスのアウトソーシング（民間委託等）の推進 

・定型的業務や庶務業務を始めとした事務事業全般にわたり、費用対効果や市

民サービス向上等の観点に立ち、民間活力を活用する取組を推進します。 

・これまで、市の業務についてはごみ収集業務や市民課窓口業務等、多くの業

務委託を進めてまいりましたが、公の施設の管理運営についても、指定管理

者制度導入済みの施設も含め、管理のあり方について検証を行い、今後も効

果的・効率的に運営します。 

 

【指定管理者モニタリング】 

 指定管理者による公の施設の管理運営の適正を期すため、平成 20 年 1 月に

定めたモニタリング指針（平成 24 年 6 月改訂）に基づき毎年度、条例や協

定などに従い適切で確実なサービスが提供されているかを確認します。 

 

令和４年度 指定管理者施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 公の施設

1 交通安全教育施設

2 共同利用施設（東雲会館・末広会館）

3 観光施設（美笛キャンプ場）

4 市営牧場・育成畜舎

5 グリーンベルト地下駐車場

6 都市公園・公共広場

7 青少年会館

8 体育施設（総合武道館・スポーツセンター・ふれあいセンター・市民球場．庭球場等）

9 温水プール

10 在宅福祉総合センター及び祝梅在宅福祉センター

11 千歳市営住宅及び共同施設

12 千歳市道の駅(地域振興施設）

13 千歳霊園・末広第１霊園・末広第２霊園

14 葬斎場

15 図書館

16 市民文化センター・市民ギャラリー

17 千歳公民館

業務改革 

・行政需要の多様化 

・費用対効果 

・民間サービスの進化 

・合理性 

・経済性 

・計画性 
（1） 

（3） （2） 

重点 

推進項目 

ＩＣＴ等 
(デジタル化) 

民間委託 
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（２）ＩＣＴ等を活用した業務の見直し 

・近年、スマートフォンやＡＩ（人工知能）、様々なセンサーを搭載したスマー

ト家電など、ＩＣＴ等・デジタル技術の進歩が著しく、日々の暮らしのあら

ゆる場面で活用が進んでいます。 

・一方、少子高齢化の進展や人口減少社会の到来により、労働力の不足、税収

の伸び悩み、社会保障費の増加など、様々な課題が顕在化すると見込まれて

いることから、それらの解決に向けては、ＩＣＴ等を一層活用した取組を進

める必要があります。 

・また、行政手続のオンライン化が進展する一方、サイバー攻撃が増加するな

ど、新たな時代の要請を踏まえた情報セキュリティ対策が求められています。  

・このことから、利用者目線に立った行政サービスの改革を進めるため、次の

３項目を施策の基本目標とします。 

① ＩＣＴ等を活用した行政のデジタル化による、市民の利便性向上と業務

の効率化 

② 情報システム全体の最適化及び情報セキュリティ対策  

・「ＩＣＴ等を活用した業務の見直し」は、千歳市の最上位計画である「千歳市

第７期総合計画」の情報化施策における具体的な取組を示したもので、「自治

体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画」の内容など、国

や社会の動向を反映させるよう毎年見直しを行い、今後３年間に取組む事業

施策を掲載しています。 

③ ＤＸの推進 

・国が進めるデジタル社会の実現に向け、国が示す「自治体ＤＸ推進計画」に 

基づき、デジタル技術やＡＩ等の活用による住民の利便性向上や業務効率化

を図っていく必要が広範かつ多岐にわたってあることから、全庁横断的なＤ

Ｘ推進体制を構築し、具体的な取組を進めています。 

ＤＸ推進体制の構築については、千歳市行政改革推進本部を柱としたうえで、

各専門部会を設置しており、「自治体ＤＸ推進計画」における重点取組事項と

専門部会を紐づけし、優先度の高い５つのテーマで専門部会を設置しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

システム
標準化・共通化

専門部会

文書管理システ
ム・電子決裁

導入検討
専門部会

ＡＩ・ＲＰＡ推進
専門部会

テレワーク推進
専門部会

施設予約
システム導入

専門部会

事務局
（事業所管課）

事務局
（事業所管課）

事務局
（事業所管課）

事務局
（事業所管課）

事務局
（事業所管課）

関係部署 関係部署 関係部署 関係部署 関係部署

千歳市行政改革推進本部会議

【本部長】副市長　　【副本部長】教育長、公営企業管理者　　【本部員】各部長

行政管理会

事務局

進捗管理
全体調整

調査・検討
結果報告

進捗管理
全体調整

調査・検討
結果報告

進捗管理
全体調整

調査・検討
結果報告

進捗管理
全体調整

調査・検討
結果報告

進捗管理
全体調整

調査・検討
結果報告

指導・監督 全体進捗報告等
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（３）重点推進項目 

行政運営上の重要事項や組織を横断する業務の改革等については、トップ

ダウン方式により行政改革推進本部で重点推進項目として決定し、強力に推

進します。 

重点推進項目は、 

① 市政運営上の重要性 

② 組織を横断する業務 

③ 市民サービスの大幅な向上 

④ 業務フローの再構築 

   などを総合的に勘案し選定します。 

 

  令和４年度は、次の 12事業を業務改革の重点推進項目に位置づけ推進します。 

（１）情報システム全体の最適化及び情報セキュリティ対策 

（２）電子決裁の推進 ※ＤＸ推進専門部会 

（３）ＡＩ、ＲＰＡの推進 ※ＤＸ推進専門部会 

（４）Ｗｅｂ会議及びリモートアクセス利用環境整備の推進 ※ＤＸ推進専門部会 

（５）オープンデータの推進 

（６）組織・機構の見直し 

（７）職員の意識改革の推進（体系的な人材育成の仕組みの構築・人事評価の運用） 

（８）ＣＴＳ（Challenge To Scrap）プロジェクトの推進 

（９）デジタルデバイド対策の実施（情報通信環境の整備） 

（10）基幹系システム等の「ガバメントクラウド」への移行 ※ＤＸ推進専門部会 

（11）行政手続のオンライン化の推進 ※ＤＸ推進専門部会 

（12）戸籍新システムの構築によるネットワーク化 

【詳細については、11ページ以降を参照】 
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３ 定数管理 

 本市の職員定数の目標値は、「千歳市集中改革プラン」において平成 17年４月１日

現在の職員数 839 人から 77 人（△9.1％）以上削減し、平成 22 年４月１日以降 762

人以下としています。 

 毎年、各部署の現状や課題、法定定員の充足状況、事務事業量等を勘案し、スクラ

ップ・アンド・ビルド方式により組織機構の見直しを図った上で、適正な事務事業の

執行が確保できる必要最小限の人員で業務を推進します。 

 

■ 平成 17年度～令和４年度 部局別職員数の推移（各年度４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 職員数は、定数外職員（休職、育児休業、派遣職員等）を含む。 

※ 一般行政職は、特別職・病院医療職・再任用短時間勤務職員を除く。 

 

 ■　平成17年度～令和３年度　部局別職員数の推移（各年度４月１日現在）

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令2 令3 令4 定数

6 6 4 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

495 476 473 465 464 472 468 475 479 484 489 492 500 504 505 504 498 497

う ち 派 遣 職 員 数 18 11 7 6 3 3 5 4 6 7 5 7 9 8 5 9 9 8
うち特定任期付・ 再 任用

フ ル タ イ ム 勤 務 職 員 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 2 3 5 4 6

企 画 部 33 31 31 35 34 35 34 34 32 35 35 41 43 46 42 50 48 45

総 務 部 92 94 94 92 95 94 90 92 91 91 96 95 93 93 102 86 84 86

市 民 環 境 部 86 83 86 84 84 83 83 83 88 79 77 81 82 81 76 76 77 79

保 健 福 祉 部 140 132 130 124 125 130 134 135 136 142 143 147 84 84 86 86 87 89

こ ど も 福 祉 部 73 73 72 74 73 71

産 業 振 興 部 60 54 49 48 47 47 47 49 50 39 39 39 37 38 38 40 38 37

観 光 ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾂ 部 21 23 23 23 22 22 22 21 22

建 設 部 75 73 74 74 71 74 72 73 73 68 67 57 57 59 59 61 62 60

会 計 室 9 9 9 8 8 9 8 9 9 9 9 9 8 8 8 9 8 8

237 244 242 242 243 241 238 249 263 269 264 268 269 281 295 299 302 303 314

病 院 事 務 局 21 22 14 15 15 15 14 14 14 14 14 14 13 16 15 16 16 16 16

病 院 医 療 職 216 222 228 227 228 226 224 235 249 255 250 254 256 265 280 283 286 287 298

136 135 131 130 130 130 130 128 130 130 128 131 131 130 132 132 132 131 131

63 63 62 59 53 53 50 44 45 43 44 44 45 45 44 45 46 46 50

124 119 102 102 96 89 81 82 80 73 69 75 74 76 75 78 77 76 83
う ち 再 任 用 フ ル タ イ ム
勤 務 職 員 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 -

議 会 事 務 局 9 9 8 9 9 9 9 9 9 8 8 9 10 10 9 9 9 9 9

選 挙 管 理 員 会 3 3 3 3 3 3 3 3 3 2 2 3 3 3 3 3 3 3 3

監 査 事 務 局 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

公 平 委 員 会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

農 業 委 員 会 5 5 5 4 5 5 5 6 6 6 6 6 5 5 5 5 5 5 6

教 育 委 員 会 103 98 82 82 75 68 60 60 58 53 49 53 52 54 54 57 56 55 58

1,055 1,037 1,010 998 986 985 967 978 997 999 994 1,010 1,019 1,036 1,051 1,058 1,055 1,053 1,061

0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 17 18 15 11 8 14 17 16

1,061 1,043 1,014 1,003 991 990 972 983 1,002 1,011 1,016 1,033 1,039 1,052 1,064 1,077 1,077 1,074

839 815 782 771 758 759 743 743 748 744 744 756 763 771 771 775 769 766 762

18 11 7 6 3 3 5 4 6 7 5 7 9 8 5 9 9 9

国土交通省 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

札幌広域圏組合 1 1 1 1 1 1

北海道移住交流促進協議会 1 1 1

北海道（Ｊ８） 1

組合専従 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 1 1 1 1 1 水道局 1 1

指宿市交流 1 1 1 1

北海道市長会 1 1

北海道（納税） 1 1 1 1 1 1 1

後期高齢医療広域連合 1 1 1 1 1

ちとせ環境と緑の財団 1

千歳市環境保全公社 1 1

道央廃棄物処理組合 0 2 2 2 3 3 3 3 4 4 4

千歳市社会福祉協議会 1 1 1

福祉サービス公社 2 2 1 1

札幌市消防局 消防 消防 消防
東京オリンピック・パラ リンピック競技大会組織委員会 1 1 1

科学技術振興機構 1 1

千歳科学技術大学 3 3 1 1 1 1 1 1

千歳青少年教育財団 3 3 1 1

千歳市体育協会 2 2 2 2 1

3 3 6 4 8 6 4 4 4 2 4 5 1 1

3 3 6 4 8 6 4 4 4 2 4 5 1 2

3

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 2 2 4 3 3 一般行政職に含む

道央廃棄物処理組合 1 1 1 1 2 2 2

こども園 1 1

小学校（教育委員会） 1

防災学習交流センター 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 一般行政職に含む特定任期付（フルタイム）

派遣職員内訳（市長部局）

教
委

職員課付（休職者）

職員課付以外（休職者）

育児休業

再任用フルタイム

公 営 企 業

行 政 委 員 会 等

一 般 職 計

再任用短時 間勤 務職 員数

常 勤 職 員 数

一 般 行 政 職

特 別 職

市 長 部 局 （ 病 院 除 く ）

483

病 院

消 防

市長部局1
教育委員会1

市長部局1

教育委員会1
市長部局1

教育委員会1
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（１）これまでの取組と職員数の推移  

  昭和 60年 1月 22日付け総務省（当時自治省）通知「地方公共団体における行政改

革推進の方針（地方行革大綱）の策定について」以来、国は、定員適正化計画の策定・

実施を地方公共団体に要請しており、平成 17 年３月 29日付け総務事務次官通知「地

方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」では、地方公共団体の総定

員について、今後 5年間で 4.6％を上回る純減を求めていました。 

  その後、地方分権の観点などから地域の実情に応じ、各地方公共団体が主体的に適

正な定員管理に取り組むこととなりました。 

 このことにより、平成 22 年度以降は、業務量に応じて必要な人員は適正に配置し

ていくことを基本としつつ、定数管理を実施しています。 

 

■ 平成 17年度～令和４年度 部門別職員数の推移（各年度４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考：「地方公共団体定員管理調査」総務省） 

※ 職員数に特別職は含まれないが、教育部門に教育長を含む。（平成 26年度まで） 

※ 職員数に派遣受入職員及び再任用短時間勤務職員は含まないが、任期付職員（制度実施は

平成 19年度から〔※令和４年度は 10人〕）及び再任用フルタイム勤務職員（制度実施は平

成 28年度から）を含む。 

※ 「地方公共団体定員管理調査」は、地方公共団体の職員数や部門別の配置の実態を調査し、

適正な定員管理に資することを目的に、昭和 50年から総務省自治行政局が毎年 4月 1日を

基準日として実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■　平成17年度～令和3年度　部門別職員数の推移（各年度４月１日現在）

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令2 令3 令4

議　　会 9 9 8 9 9 9 9 9 9 8 8 9 10 10 9 9 9 9

総務・企画 139 135 137 134 137 137 130 132 129 136 138 149 150 152 152 152 150 149

税　　務 29 30 28 30 28 29 29 29 28 28 28 28 27 27 26 27 27 27

労　　働 2 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2

農林水産 27 26 25 21 21 22 23 24 24 24 25 23 20 20 21 22 20 20

商　　工 20 19 18 19 20 20 19 21 22 24 27 28 28 28 30 28 25 26

土　　木 79 77 78 79 77 80 78 79 78 73 72 63 63 65 68 67 68 65

小　　計 305 298 296 295 294 299 290 296 292 295 300 302 300 304 308 306 301 298

民　　生 126 117 120 116 118 111 119 123 124 128 125 124 125 122 122 124 123 124

衛　　生 62 60 56 54 55 62 62 59 61 60 61 63 72 73 71 71 73 76

小　　計 188 177 176 170 173 173 181 182 185 188 186 187 197 195 193 195 196 200

493 475 472 465 467 472 471 478 477 483 486 489 497 499 501 501 497 498

104 99 83 83 76 69 61 61 59 54 49 53 52 54 54 57 56 57

136 135 131 130 130 130 130 128 130 130 128 131 131 130 132 132 132 131

733 709 686 678 673 671 662 667 666 667 663 673 680 683 687 690 685 686

237 244 243 243 249 242 239 249 263 269 264 268 272 285 297 300 303 303

29 30 29 28 26 26 25 21 21 20 21 21 21 22 23 22 21 21

34 33 33 31 27 27 25 23 24 23 23 23 24 23 22 23 25 25

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

23 22 22 23 22 22 21 22 22 22 22 25 24 30 32 28 27 29

323 329 327 325 324 317 310 315 330 334 330 337 341 360 374 373 376 378

1,056 1,038 1,013 1,003 997 988 972 982 996 1,001 993 1,010 1,021 1,043 1,061 1,063 1,061 1,064

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令2 令3 令3

人口 90,507 91,668 92,094 92,323 92,732 93,117 93,546 94,124 94,312 95,459 95,532 95,923 96,428 96,841 97,061 97,552 97,942 97,942

職員数（総合計） 1,056 1,038 1,013 1,003 997 988 972 982 996 1,001 993 1,010 1,021 1,043 1,061 1,063 1,061 1,064

職員数（普通会計計）733 709 686 678 673 671 662 667 666 667 663 673 680 683 687 690 685 686

人口1万人当たり
の
普通会計職員数

80.99 77.34 74.49 73.44 72.57 72.06 70.77 70.86 70.62 69.87 69.40 70.16 70.52 70.53 70.78 70.73 69.94 70.04

人口は振興局HPから　　ホーム > 総合政策部 > 情報統計局統計課 >  住民基本台帳人口・世帯数

○住民基本台帳人口・世帯数　【地域主権・行政局市町村課調べ】　　×年度   

公表されていない場合は道に電話で問い合わせる

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病　　院

水　　道

下 水 道

交　　通

そ の 他

公営企業等会計部門計

総合計

普
　
　
通
　
　
会
　
　
計

福
祉
関
係
を
除
く
一
般
行
政

福
祉
関
係

一般行政部門計

教　　 　育

消　　 　防

普通会計計

部 門
年 度

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令2 令3

人口 90,507 91,668 92,094 92,323 92,732 93,117 93,546 94,124 94,312 95,459 95,532 95,923 96,428 96,841 97,061 97,552 97,942

職員数（総合計） 1,056 1,038 1,013 1,003 997 988 972 982 996 1,001 993 1,010 1,021 1,043 1,061 1,063 1,061

86,000

88,000

90,000

92,000

94,000

96,000

98,000

100,000

920

940

960

980

1,000

1,020

1,040

1,060

1,080

職員数（人）
人口（人）

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令2 令3

人口 90,507 91,668 92,094 92,323 92,732 93,117 93,546 94,124 94,312 95,459 95,532 95,923 96,428 96,841 97,061 97,552 97,942

職員数（総合計） 1,056 1,038 1,013 1,003 997 988 972 982 996 1,001 993 1,010 1,021 1,043 1,061 1,063 1,061

職員数（普通会計計） 733 709 686 678 673 671 662 667 666 667 663 673 680 683 687 690 685

人口1万人当たりの

普通会計職員数
80.99 77.34 74.49 73.44 72.57 72.06 70.77 70.86 70.62 69.87 69.40 70.16 70.52 70.53 70.78 70.73 69.94

500

600

700

800

900

1,000

1,100

86,000

88,000

90,000

92,000

94,000

96,000

98,000

人口（人） 職員数（人）
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■ 平成 17年度～令和４年度 職員数と人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 職員数は各年 4月 1日現在 

※ 平成 25年以前の人口は各年 3月 31日現在、平成 26年以降の人口は各年 1月 1日現在 

 

（２）類似団体との比較 

総務省では「地方公共団体定員管理調査」等に基づき、全国の地方公共団体の部門

ごとに職員数を比較・分析する資料として「定員管理診断表」を提供しています。 

これは、人口と産業構造の２つの要素を基準に類型区分されるグループの部門別平

均職員数を算出したもので、部門ごとに超過あるいは未満となっている職員数を把握

することが可能となっています。 

なお、他の市区町村との比較を行う観点から、実施している事業にばらつきがある

公営企業等会計部門は除外し、普通会計職員数を対象としています。 

 

【類似団体のグループ分け （本市は「一般市 Ⅱ－３」グループ）】 

 全市区町村を指定都市・中核市・特例市・一般市・特別区・町村に区分し、一般市は、下

表のとおり人口と産業構造に応じ 16類型に区分しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■　平成17年度～令和3年度　部門別職員数の推移（各年度４月１日現在）

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令2 令3 令4

議　　会 9 9 8 9 9 9 9 9 9 8 8 9 10 10 9 9 9 9

総務・企画 139 135 137 134 137 137 130 132 129 136 138 149 150 152 152 152 150 149

税　　務 29 30 28 30 28 29 29 29 28 28 28 28 27 27 26 27 27 27

労　　働 2 2 2 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2

農林水産 27 26 25 21 21 22 23 24 24 24 25 23 20 20 21 22 20 20

商　　工 20 19 18 19 20 20 19 21 22 24 27 28 28 28 30 28 25 26

土　　木 79 77 78 79 77 80 78 79 78 73 72 63 63 65 68 67 68 65

小　　計 305 298 296 295 294 299 290 296 292 295 300 302 300 304 308 306 301 298

民　　生 126 117 120 116 118 111 119 123 124 128 125 124 125 122 122 124 123 124

衛　　生 62 60 56 54 55 62 62 59 61 60 61 63 72 73 71 71 73 76

小　　計 188 177 176 170 173 173 181 182 185 188 186 187 197 195 193 195 196 200

493 475 472 465 467 472 471 478 477 483 486 489 497 499 501 501 497 498

104 99 83 83 76 69 61 61 59 54 49 53 52 54 54 57 56 57

136 135 131 130 130 130 130 128 130 130 128 131 131 130 132 132 132 131

733 709 686 678 673 671 662 667 666 667 663 673 680 683 687 690 685 686

237 244 243 243 249 242 239 249 263 269 264 268 272 285 297 300 303 303

29 30 29 28 26 26 25 21 21 20 21 21 21 22 23 22 21 21

34 33 33 31 27 27 25 23 24 23 23 23 24 23 22 23 25 25

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

23 22 22 23 22 22 21 22 22 22 22 25 24 30 32 28 27 29

323 329 327 325 324 317 310 315 330 334 330 337 341 360 374 373 376 378

1,056 1,038 1,013 1,003 997 988 972 982 996 1,001 993 1,010 1,021 1,043 1,061 1,063 1,061 1,064

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令2 令3 令4

人口 90,507 91,668 92,094 92,323 92,732 93,117 93,546 94,124 94,312 95,459 95,532 95,923 96,428 96,841 97,061 97,552 97,942 97,716

職員数（総合計） 1,056 1,038 1,013 1,003 997 988 972 982 996 1,001 993 1,010 1,021 1,043 1,061 1,063 1,061 1,064

職員数（普通会計計）733 709 686 678 673 671 662 667 666 667 663 673 680 683 687 690 685 686

人口1万人当たり
の
普通会計職員数

80.99 77.34 74.49 73.44 72.57 72.06 70.77 70.86 70.62 69.87 69.40 70.16 70.52 70.53 70.78 70.73 69.94 70.20

人口は振興局HPから　　ホーム > 総合政策部 > 情報統計局統計課 >  住民基本台帳人口・世帯数

○住民基本台帳人口・世帯数　【地域主権・行政局市町村課調べ】　　×年度   

公表されていない場合は道に電話で問い合わせる

普
　
　
通
　
　
会
　
　
計

福
祉
関
係
を
除
く
一
般
行
政

福
祉
関
係

一般行政部門計

教　　 　育

消　　 　防

普通会計計

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病　　院

水　　道

下 水 道

交　　通

そ の 他

公営企業等会計部門計

総合計

部 門
年 度

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令2 令3

人口 90,507 91,668 92,094 92,323 92,732 93,117 93,546 94,124 94,312 95,459 95,532 95,923 96,428 96,841 97,061 97,552 97,942

職員数（総合計） 1,056 1,038 1,013 1,003 997 988 972 982 996 1,001 993 1,010 1,021 1,043 1,061 1,063 1,061

86,000

88,000

90,000

92,000

94,000

96,000

98,000

100,000

920

940

960

980

1,000

1,020

1,040

1,060

1,080

職員数（人）
人口（人）

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令2 令3 令4

人口 90,50791,66892,09492,32392,73293,11793,54694,12494,31295,45995,53295,92396,42896,84197,06197,55297,94297,716

職員数（総合計） 1,056 1,038 1,013 1,003 997 988 972 982 996 1,001 993 1,010 1,021 1,043 1,061 1,063 1,061 1,064

職員数（普通会計計） 733 709 686 678 673 671 662 667 666 667 663 673 680 683 687 690 685 686

人口1万人当たりの

普通会計職員数
80.99 77.34 74.49 73.44 72.57 72.06 70.77 70.86 70.62 69.87 69.40 70.16 70.52 70.53 70.78 70.73 69.94 70.20

500

600

700

800

900

1,000

1,100

86,000

88,000

90,000

92,000

94,000

96,000

98,000

人口（人） 職員数（人）

３次65％以上 ３次65％未満 ３次55％以上 ３次55％未満

0以上～
50,000未満

Ⅰ－３ Ⅰ－２ Ⅰ－１ Ⅰ－０

50,000以上～
100,000未満

Ⅱ－３ Ⅱ－２ Ⅱ－１ Ⅱ－０

100,000以上～
150,000未満

Ⅲ－３ Ⅲ－２ Ⅲ－１ Ⅲ－０

150,000以上～ Ⅳ－３ Ⅳ－２ Ⅳ－１ Ⅳ－０

２次，３次90％以上 ２次，３次90％未満
産業構造

（一般市）

人
口
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■人口１万人当たりの職員数の状況 

「地方公共団体定員管理調査」において、千歳市はⅡ－３（人口 5万以上～10万未

満、三次産業 65％以上）のグループに分類されています。 

この調査結果によると、令和３年度の人口１万人当たりの普通会計職員数は 69.94

人と、全国 85団体の類似団体の平均 63.64人を上回っている状況です。 

   

【道内類似団体との比較】               ※職員数は令和 3年 4月 1日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考：「類似団体別職員数の状況（令和 3年 4 月 1日現在）」総務省自治行政局） 

 

■各部門の構成 

本計画の定数管理で用いる部門は、「地方公共団体定員管理調査」における部門に

合わせています。各部門の主な内容は下表のとおりです。 

  

議会 議会事務局

総務・
企画

総務一般、会計出納、管財、企画開発、住民関連一般、防災、広報
広聴、戸籍等窓口、行政委員会（農業委員会事務局除く。）

税務 税務

労働 労働一般

農林水産 農業一般（農業委員会事務局含む。）、林業一般、水産業一般

商工 商工一般、観光

土木 土木一般、用地買収、建築、都市計画一般、都市公園

民生
民生一般、福祉事務所、保育所、社会福祉施設等、各種年金保険関
係

衛生
衛生一般、市町村保健センター等施設、医療施設、公害、清掃一
般、し尿処理、環境保全

教育
教育一般、社会教育一般、文化財保護、公民館、給食センター、小
学校

消防 消防本部、消防署

病院

水道

下水道

国民健康保険、介護保険、公設卸売市場

主な内容

普
通
会
計

一
般
行
政

公
営
企
業
等

会
計

行政部門

福

祉

関

係

その他

会
計

区
分

行
政

区
分

福

祉

関

係

を

除

く

一

般

行

政

教育

消防

病院

水道

下水道

Ⅱ－３

住基人口

（R3.1.1） 職員数 人口１万人当たり 職員数 人口１万人当たり

北海道 室蘭市 81,579 522 63.99 353 43.27

北海道 恵庭市 70,097 479 68.33 337 48.08

北海道 石狩市 58,282 403 69.15 358 61.42

北海道 千歳市 97,942 685 69.94 497 50.74

北海道 北広島市 58,130 438 75.35 307 52.81

6,039,202 38,436 63.64 30,364 50.28

Ⅱ－１ 69団体

北海道 岩見沢市 80,410 527 65.54 414 51.49

Ⅲ－３ 51団体

北海道 江別市 119,580 712 59.54 485 40.56

北海道 小樽市 114,425 1,048 91.59 694 60.65

一般行政普通会計

Ⅱ－3（85団体）
合　　計

団体名
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■定員管理診断表 

 前述の類似団体における人口１万人当たりの普通会計職員数の平均値 63.64 人に

「令和３年１月１日現在の本市の人口/万人」を乗ずると、623 人（63.64×

97,942/10,000）となり、本市の職員数は類似団体と比べ単純値（※1）ベースで 62人

（685-623）多い結果となっています。一方、修正値（※2）をみると、部門別超過率

では商工部門が 36.0％と最も高く、土木 11.8％、議会 11.1％など、超過している部

門もあることから引き続き検討する分野として捉えることができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考：「類似団体別職員数の状況（令和３年 4 月 1日現在）」総務省自治行政局） 

 

※1 「単純値」…職員が配置されていない団体について考慮することなく集計して、平均値

を算出している。単純値は、普通会計、一般行政部門、総務・企画、衛生といった大部

門以上の定員管理の大まかな状況を把握する場合に適している。 

※2 「修正値」…団体によっては、清掃業務を民間委託している場合や消防業務を一部事務

組合等の所管としている場合など、職員が配置されていない場合があるため、各部門に

実際に職員を配置している団体のみを対象にして平均値を算出している。修正値は、大

部門よりも細かい中部門又は小部門の職員数を比較する場合に適している。 

 

※ 「地方公共団体定員管理調査」は、任期付職員、フルタイム勤務の再任用職員を含む。 

 

 

 

様　式　１　　大部門以上定員管理診断表
類 型 団 体 コ ー ド 都 道 府 県 名 市 区 町 村 名

R2.4.1 R3.4.1

大 部 門 現 在 現 在 増 減 　単純値 　修正値

職 員 数 職 員 数 住基人口 超 過 数 超 過 率 住基人口 超 過 数 超 過 率

10,000 10,000

A B B-A D E（B-D） E/B×100 F G（B-F） G/B×100

人 人 人 人 人 ％ 人 人 ％

議 会 9 9 8 1 11.1 8 1 11.1
総務・企画 152 150 ▲ 2 145 5 3.3 150 0.0
税 務 27 27 40 ▲ 13 ▲ 48.1 40 ▲ 13 ▲ 48.1
民 生 124 123 ▲ 1 154 ▲ 31 ▲ 25.2 169 ▲ 46 ▲ 37.4
衛 生 71 73 2 57 16 21.9 66 7 9.6
労 働 1 2 1 1 1 50.0 2 0.0
農 林 水 産 22 20 ▲ 2 17 3 15.0 20 0.0
商 工 28 25 ▲ 3 14 11 44.0 16 9 36.0
土 木 67 68 1 58 10 14.7 60 8 11.8
一般行政計 501 497 ▲ 4 492 5 1.0 - - -
教 育 57 56 ▲ 1 86 ▲ 30 ▲ 53.6 61 ▲ 5 ▲ 8.9
消 防 132 132 45 87 65.9 123 9 6.8
普通会計計 690 685 ▲ 5 623 62 9.1 - - -
病 院 300 303 3
水 道 22 21 ▲ 1
下 水 道 23 25 2
交 通

そ の 他 28 27 ▲ 1
公営企業等会計 373 376 3
合 計 1,063 1,061 ▲ 2

千歳市北海道012246市Ⅱ-３

千歳市の職員数の増減 類似団体の単純値及び修正値により算出した職員数との比較

単純値 による比較 修正値 による比較

× ×

※単純値及び修正値の表中の人数は四捨五入しているため、内訳

を足しても必ずしも合計とは一致しない。 
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ラスパイレス指数

区分 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 R2 R3
千歳市 97.9 97.9 97.5 97.6 97.3 97.4 97.4 97.5 96.9
類似団体平均 97.8 97.9 97.9 98.5 98.6 98.6 98.3 98.3 98.2
全国市平均 98.5 98.6 98.7 99.1 99.1 99.1 98.9 98.9 98.8

（各年4月1日現在）

97.4
98.6

99.1
97.4 98.3

98.9
97.5 98.3

98.9

96.9
98.2

98.8

90.0

95.0

100.0

105.0
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（３）ラスパイレス指数の状況 

ラスパイレス指数（注 1）は、国家公務員の給与水準を 100としたときの各市の給

与水準を示すものです。 

本市のラスパイレス指数は、国家公務員の給与水準より低い 96.9（令和３年 4 月

1 日現在）であり、類似団体平均（注 3）の 98.2、全国市平均の 98.8 を下回ってい

る状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年 4 月 1 日現在） 

 

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準

で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響

を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を 100として計算した指

数 

   ２ 括弧書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後

ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務

員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス

指数 

      ３ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指

数を単純平均したもの 
 

４ 組織・業務改革ヒアリング 

業務改革を推進するとともに、職員定数の適正化を図るため各部次長職を対象に

「組織・業務改革のヒアリング」を実施します。 
また、令和４年度の業務改革ヒアリングは、「ＣＴＳプロジェクト」や「民間委託」

「ＤＸ」の取組について取りまとめた結果を参考に行うこととします。 
ヒアリングは、各部で作成した次の資料を基に行います。 
【様式１】組織ヒアリング（各部次長職）シート 

【様式２】組織機構計画書 

【様式３】人員計画書 



継続

令和４年度 令和６年度

＜継続実施＞ ＜継続実施＞

・シンクライアントシステ
ム更新
・イントラネット関連機器
更新
・千歳市情報セキュリティ
実施手順の見直し

同左 同左

区分

備考

＜継続実施＞

・ハードウェアの耐用年数到来、ソフトウェアのサ
ポート終了等に備え、情報機器や情報システムを計画
的に更新する。
・通信の安定化を図る。

・統合仮想サーバ基盤（ハイパーコンバージドインフ
ラ）の構築
・マイクロソフトＯｆｆｉｃｅの更新
・向陽台支所及び総合福祉センターのフロアスイッチ更
新
・シンクライアント端末の更新
・本庁舎～議会棟間通信回線の光ケーブル化
・基幹系プリンタの更新

令和
元年度

＜継続実施＞ ＜継続実施＞

・ハードウェアの耐用年数到来、ＯＳやソフトウェア
のサポート終了等に備え、情報機器や情報システムを
計画的に更新する。
・情報セキュリティに関する状況の変化などを踏ま
え、有効な技術的対策等を講じる。

・グループウェアシステムの再構築     ・統合仮想サーバ基盤ストレージの更新
・本庁舎会議室無線ＬＡＮ環境の整備   ・情報系パソコンの更新（113台）
・市民病院、学校事務職員向けＬＧＷＡＮシンクライアントサーバの更新
・情報資産管理システムの構築         ・議会中継システムの更新及びクラウド化
・基幹系パソコンの更新（65台）       ・基幹系プリンタの更新

こ
れ
ま
で
の
取
組
計
画
・
実
績

取組計画 取組実績

令和
３年度

＜継続実施＞ ＜継続実施＞

・ＯＳやソフトウェアのサポート終了等に備え、情報
機器や情報システムを計画的に更新する。
・情報セキュリティに関する状況の変化などを踏ま
え、有効な技術的対策等を講じながら、情報セキュリ
ティポリシーの運用・検証・見直しを繰り返し実施す
る。

・サーバＯＳ更新
・統合仮想サーバ基盤のノード拡張
・みどり台小学校ＶＰＮ接続整備
・基幹系プリンタの更新
・千歳市情報セキュリティポリシーの見直し

令和
２年度

＜継続実施＞

取組計画

令和５年度 令和７年度
以降＜継続実施＞

（当該年度分）更新等仕様
書・設計書作成、契約、更
新、運用保守、セキュリ
ティポリシー見直し
（次年度以降分）更新等の
調査、検討、事業予算化

取組効果
・情報機器を計画的に更新し、ハード故障のリスクを軽減する。
・サーバの仮想化や冗長化により安定稼働を実現する。
・クラウド化により、災害や事故発生時の業務継続を確保する。

５　令和４年度業務改革の重点推進項目と令和３年度の取組状況

事業名 （１）情報システム全体の最適化及び情報セキュリティ対策

担当課 行政管理課、その他システム等所管課

取組内容

　ハードウェアの耐用年数到来、オペレーティングシステム（ＯＳ）やソフトウェアの保守サポート
終了に備えて、庁内の情報機器や情報システムを計画的に更新する。
　更新に当たっては、単なるシステム更新にとどまらず、オープンソースソフトウェア（ＯＳＳ）、
クラウドを前提として情報システム最適化に取り組む。
　また、情報セキュリティに関する状況の変化などを踏まえ、有効な技術的対策等を講じながら、情
報セキュリティポリシーの運用・検証・見直しを繰り返し実施する。

統合仮想基盤

（プライベートクラウド）
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継続

令和４年度 令和６年度

＜調査検討＞ ＜一部実施＞

＜ＤＸ推進専門部会＞※新規
・文書管理システム等による
電子決裁の調査研究

（事業化された場合）
・文書管理システムの導入
＜ＤＸ推進専門部会＞
・事業者選定
・電子決裁の基盤整備

（導入された場
合）
・文書管理システ
ムの運用開始
・起案文書、財務
会計の電子決裁の
運用開始

区分

事業名 （２）電子決裁の推進

担当課 主幹（働き方改革推進担当）、総務課、会計課、行政管理課、その他業務所管課

取組内容

　電子決裁については、平成31年４月に導入した「庶務事務システム」において、職員の「休暇申
請」及び「時間外勤務申請」で運用を行っている。
　令和３年４月からは行政手続における押印の見直しを開始しており、令和４年度からはＤＸ推進専
門部会において、文書管理システム等による電子決裁の推進について、調査研究及び導入検討を行
う。

取組計画

令和５年度 令和７年度
以降＜調査検討＞

・文書管理システムの事業化
検討
＜ＤＸ推進専門部会＞
・起案文書、財務会計の電子
決裁化検討

取組効果
・文書の電子化による検索効率の向上
・改ざん防止
・文書保存スペースの削減

こ
れ
ま
で
の
取
組
計
画
・
実
績

取組計画 取組実績

令和
３年度

＜調査検討＞ ＜調査検討＞

　職員の勤務管理について、平成31年４月から
「庶務事務システム」を導入し、休暇申請及び時
間外勤務申請において、電子決裁による運用を実
施しているが、今後、更なる業務効率の向上を目
指し、起案文書等の電子決裁化及び文書管理シス
テムの導入を検討する。

　文書管理システム・電子決裁導入のため、関係部署の所属長
を参集し、令和４年２月に千歳市文書管理システム等導入検討
会議を開催し、導入に向けて検討を開始した。
　通勤届に係る処理については、電子決裁化及びＲＰＡを活用
した業務自動化を検討したが、現在のシステムでは電子決裁導
入によりかえって業務効率が低下することが判明した。また、
ＲＰＡについても、詳細なヒアリングを行った結果、通勤パ
ターンが多種多様であることから、活用は困難であるとの結論
に至った。

令和
２年度

＜調査検討＞

備考

＜調査検討＞

　職員の勤務管理について、平成31年４月から
「庶務事務システム」を導入し、休暇申請及び時
間外勤務申請において、電子決裁による運用を実
施しているが、今後、更なる電子決裁範囲の拡大
について調査検討する。

　既存の「庶務事務システム」を活用した電子決裁について、職員の
「通勤届」への拡大を検討した。
　しかしながら、通勤届に係る処理については、早急な事務負担軽減が
望まれることから、令和２年度において、並行して、ＲＰＡを活用した
業務自動化の実証実験も行ったところ、効果が見込まれたため、令和３
年度においては、ＲＰＡの対象業務にするとともに、その結果を見て、
引き続き、電子決裁と併せて処理を行う方法の可能性を検討することと
した。

令和
元年度

＜一部実施＞ ＜一部実施＞

　ＩＣＴを活用した働き方改革を実施するため、平成
31年４月から、「庶務事務システム」を本稼働させ、
職員の勤務管理について、電子決裁を開始している。
　今後は、「文書管理システム」等について調査研究
を行い、電子決裁の拡大・推進を検討する。

　庶務事務システムにおける電子決裁について、
時間外手当申請及び休暇届の本格運用を開始し
た。
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継続

令和４年度 令和６年度

＜継続実施＞ ＜継続実施＞

＜ＤＸ推進専門部会＞※新規
（ＲＰＡ）課題整理、既存シナ
リオの保守・修正、業務募集、
シナリオ作成、運用開始、検
証、予算協議、次年度業務選定

同左

（ＲＰＡ）今後の
方針協議、既存シ
ナリオの保守・修
正、予算協議

区分

事業名 （３）ＡＩ、ＲＰＡの推進

担当課 主幹（働き方改革推進担当）、行政管理課

取組内容

　ＩＣＴを活用した働き方改革を実施するため、ＡＩ（人工知能）、ＲＰＡ（ロボットによる業務自
動化）の導入を推進する。
　ＡＩ、ＲＰＡは、様々な分野で、日々、新しい技術が開発されていることから、継続的に調査研究
を行い、効果が見込まれると判断できた場合に事業化を進める。
　ＲＰＡについては、令和３年度から17業務（令和２年度実証実験済７業務、令和３年度募集10業
務）を本格導入し、業務効率の向上を図っており、令和４年度以降もＤＸ推進専門部会において課題
等の整理を行った上で、順次、導入業務を拡大し、令和６年度までに50業務程度の導入を見込む。

取組計画

令和５年度 令和７年度
以降＜継続実施＞

同左

取組効果
・業務の効率化　・市民サービスの向上　・事務処理の迅速化　・ヒューマンエラーの削減　・業務
品質の向上

こ
れ
ま
で
の
取
組
計
画
・
実
績

取組計画 取組実績

令和
３年度

＜継続実施＞ ＜継続実施＞
  ＡＩを活用した会議録作成支援システムの継続利用。
　ＩＣＴを活用した働き方改革を実施するため、ＡＩ、ＲＰ
Ａの導入を推進する。
　ＡＩ、ＲＰＡは、様々な分野で、日々、新しい技術が開発
されていることから、継続的に調査研究を行う。
　令和３年度においては、プロポーザル方式によりＲＰＡ委
託事業者を選定後、ＲＰＡを本格導入し、令和３年度におい
ては17業務（令和２年度実証実験済業務含む）のＲＰＡ化を
行う。

　令和３年８月、ＲＰＡ・ＡＩ-ＯＣＲを本格導入
し、令和２年の実証実験で作成した一部のシナリ
オも含め、合計８課１７業務においてＲＰＡやＡ
Ｉ-ＯＣＲを活用した業務自動化を行い、業務効率
等を向上させた。

令和
２年度

＜実施＞

備考

＜実施＞

　ＩＣＴを活用した働き方改革を実施するため、ＡＩ、
ＲＰＡの導入を推進する。
　ＡＩ、ＲＰＡは、様々な分野で、日々、新しい技術が
開発されていることから、継続的に調査研究を行い、効
果が見込まれると判断できた場合に事業化を進める。
　令和２年度においては、ＡＩを活用した会議録作成支
援システムの導入及びプロポーザル方式によるＲＰＡ等
実証実験業務を行う。

・令和２年10月、ＡＩを活用した会議録作成支援
システム（サーバ、マイクスピーカー11台、ＩＣ
レコーダー５台等）の利用を開始した。
・令和２年８月から10月まで、５課７業務におい
てＲＰＡ及びＡＩ－ＯＣＲを活用した業務自動化
の実証実験を行い、その結果を受け、令和３年度
から本格導入を行うための予算措置を行った。

令和
元年度

＜調査検討＞ ＜一部実施＞
　ＩＣＴを活用した働き方改革を実施するため、ＡＩ、ＲＰ
Ａの導入を検討する。
　ＡＩ、ＲＰＡは、様々な分野で、日々、新しい技術が開発
されていることから、継続的に調査研究を行い、効果が見込
まれると判断できた場合に、事業化を進める。
　令和元年度においては、日常的に、多くの部署において行
われている会議等に係る事務負担を軽減するため、ＡＩを活
用した議事録作成支援システムの導入を検討する。

・ＲＰＡの導入について、２課２業務（企画課の
「ふるさと納税業務」及び職員課の「職員任用業
務」において実証実験を行ったほか、調査研究及
び検討を行い、令和２年度予算措置を行った。
・ＡＩを活用した会議録作成支援システムの調査
研究及び導入検討を行い、令和２年度予算措置を
行った。

※ＡＩ－ＯＣＲとは、手書の
書類等の読み取りを行っ
てデータ化するＯＣＲにＡＩ
の技術を活用するもの
で、文字認識精度やレイ
アウト解析精度の向上が
図られる。

令和３年度本格導入分

No 担当課 シナリオ業務名 ＲＰＡ AI-OCR

1 税務課 個人住民税特別徴収に係る給与所得者異動届書の入力・確認業務 ○ 〇

2 税務課 償却資産申告書の入力・確認業務 ○ 〇

3 こども政策課 支給認定（変更）申請書・施設等利用給付（変更）申請書入力業務 ○ 〇

4 こども政策課 保育所等利用調整業務 ○ ー

5 契約管財課 競争入札参加資格変更届入力業務 ○ 〇

6 主幹（働き方改革推進担当） 時間外勤務状況メール送信業務 ○ ー

7 主幹（働き方改革推進担当） 時間外勤務状況集計業務 ○ ー

8 こども政策課 運営費請求書印刷業務 ○ 〇

9 職員課 【正職員】例月給与及び期末・勤勉手当支給にかかる伝票発行業務 ○ ー

10 職員課 【臨時職員】例月給与及び期末・勤勉手当支給にかかる伝票発行業務 ○ ー

11 財政課 施設カルテ入力業務 ○ ー

12 水道整備課 検定満期水道メーター取替データ入力業務 ○ 〇

13 主幹（働き方改革推進担当） 時間外勤務実績入力業務 ○ ー

14 主幹（働き方改革推進担当） 【水道局以外】ポップアップメッセージ送信業務 ○ ー

15 主幹（働き方改革推進担当） 【水道局】ポップアップメッセージ送信業務 ○ ー

16 主幹（新型コロナウイルスワクチン接種担当） 新型コロナウイルスワクチン接種予約受付業務 ○ ー

17 税務課 法人宛名作成業務 ○ ー
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継続

令和４年度 令和６年度

＜調査検討＞ ＜実施＞

＜ＤＸ推進専門部会＞※新規
【テレワーク】
恒常的な職員のテレワーク制
度の必要性や運用方法等の検
討を行う。

＜ＤＸ推進専門部会＞
【テレワーク】
（決定した場合）
・運用ルールの制定と関連規
定の改正
・システム整備

【テレワーク】
運用の見直し等

区分

備考

＜実施＞

　感染症拡大時における業務継続の確保や出張時
等の迅速な業務への対応等を図るため、将来的な
テレワークの導入にも対応可能なＷｅｂ会議シス
テムの利用環境拡大及びリモートアクセス環境の
整備を検討する。
　Ｗｅｂ会議システムの利用環境については、令
和２年６月より、貸出用パソコン２台等による利
用環境を整備しているが、令和３年度における利
用環境の拡大を検討する。
　リモートアクセス環境については、情報セキュ
リティ要件等の調査研究を行い、令和３年度から
の整備を検討する。

（Ｗｅｂ会議）
・令和２年６月、新型コロナウイルス感染症対策として需要が高まって
いたことから、本庁舎及び第２庁舎にＷｅｂ会議利用のためのネット
ワーク環境を整備し、専用端末２台の貸出を開始した。
・令和３年３月、本庁舎及び第２庁舎以外でもＷｅｂ会議利用を可能に
するため、Wi-Fiルーターを２台整備し、専用端末を４台に拡充した。
（リモートアクセス）
・令和２年12月、地方公共団体情報システム機構が実証実験として無償
提供している「自治体テレワークシステム　ｆｏｒ　ＬＧＷＡＮ」のラ
イセンスを受け（２ＩＤ）、貸出端末による自宅から庁内端末へのリ
モートアクセス利用を開始した。
・令和３年１月、新型コロナウイルス感染症対策に係る補正予算とし
て、専用回線により外出先から庁内の仮想デスクトップ環境にリモート
アクセスするための環境整備費を措置し（繰越明許費）、令和３年度に
繰り越した。

令和
元年度 ー ー

こ
れ
ま
で
の
取
組
計
画
・
実
績

取組計画 取組実績

令和
３年度

＜実施＞ ＜実施＞

【Ｗｅｂ会議】
・貸出用ノートパソコンの増設
【リモートアクセス】
・専用回線による環境整備、利用開始
【テレワーク】
非常時のリモートアクセス環境等整備

【Ｗｅｂ会議】
・貸出用ノートパソコンを６台から１０台へ増設
【リモートアクセス】
・専用回線による端末を５台整備、利用開始
・R3利用実績　延べ24名・380日
【テレワーク】
・地方公共団体情報システム機構が、当面の間無
償提供する「自治体テレワークシステム　ｆｏｒ
ＬＧＷＡＮ」を活用したリモートアクセス環境の
整備

令和
２年度

＜実施＞

取組計画

令和５年度 令和７年度
以降＜調査検討＞

＜ＤＸ推進専門部会＞
【テレワーク】
・制度化に向けた検討
・システム面の検討

取組効果

・非常災害時やパンデミック時における業務継続
・出張時等の迅速な業務への対応
・計画的、集中的な作業実施による業務効率の向上
・ワーク・ライフ・バランスの実現

事業名 （４）Ｗｅｂ会議及びリモートアクセス利用環境整備の推進

担当課 行政管理課、主幹（働き方改革推進担当）、職員課

取組内容
　感染症拡大時や非常災害時における業務継続の確保や出張時等の生産性確保等を図るため、Ｗｅｂ
会議の利用、リモートアクセス環境の整備を推進する。

公衆Ｗｉ－Ｆｉ

アクセスポイント

本庁舎・第２庁舎

他団体

Ｗｅｂ会議イメー

リモートアクセス
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継続

令和４年度 令和６年度

＜継続実施＞ ＜継続実施＞

・公開済データの更新
・保有データのオープン
データ化

同左 同左

区分

備考

＜実施＞

・公開済データの更新
・保有データのオープンデータ化
・さっぽろ連携中枢都市圏ビジョンの事業におけ
る取組の推進

・令和２年１１月、「北海道オープンデータポー
タルサイト」及び「ＤＡＴＡ－ＳＭＡＲＴ　ＣＩ
ＴＹ　ＳＡＰＰＯＲＯ」に、国が公開を推奨する
データセットの一部である「医療機関一覧」及び
「指定緊急避難場所一覧」のデータを公開した。
・令和２年１２月、「北海道オープンデータポー
タルサイト」に公開済の「要覧ちとせ」のデータ
を更新した。

令和
元年度

＜一部実施＞ ＜一部実施＞

・公開済データの更新
・保有データのオープンデータ化
・さっぽろ連携中枢都市圏ビジョンの事業におけ
る取組の推進

・令和元年９月、「北海道オープンデータポータ
ルサイト」に公開済の「要覧ちとせ」のデータを
更新した。
・さっぽろ連携中枢都市圏ビジョンにおいて、
オープンデータの公開基盤（プラットフォーム）
の共同利用について、協議を行った。

こ
れ
ま
で
の
取
組
計
画
・
実
績

取組計画 取組実績

令和
３年度

＜実施＞ ＜実施＞

・公開済データの更新
・保有データのオープンデータ化

・令和３年１１月、「北海道オープンデータポー
タルサイト」及び「ＤＡＴＡ－ＳＭＡＲＴ　ＣＩ
ＴＹ　ＳＡＰＰＯＲＯ」における公開データの更
新を行った。

令和
２年度

＜実施＞

取組計画

令和５年度 令和７年度
以降＜継続実施＞

同左

取組効果
・経済の活性化、新事業の創出
・官民協働による公共サービス（防災、減災を含む。）の実現
・行政の透明性・信頼性の向上

事業名 （５）オープンデータの推進

担当課 行政管理課、関係課

取組内容

　官民データ活用推進基本法（平成28年12月14日施行）等を踏まえ、市が保有する公共データをオー
プンデータ（データをインターネットなどを通して、誰でも自由に二次利用ができるデータとして公
開するもの）として公開する取組を推進する。
　オープンデータについては、市公式ホームページ、北海道電子自治体共同運営協議会が開設してい
る「北海道オープンデータポータル」、さっぽろ連携中枢都市圏が共同利用する「ＤＡＴＡ－ＳＭＡ
ＲＴ　ＣＩＴＹ　ＳＡＰＰＯＲＯ」において公開する。

国が公開を推奨する１４データセット

①ＡＥＤ設置箇所一覧　②介護サービス事業
所一覧　③医療機関一覧　④文化施設一覧
⑤観光施設一覧　⑥イベント一覧　⑦公衆無
線ＬＡＮアクセスポイント一覧　⑧公衆トイレ
一覧　⑨消防水利施設一覧　⑩指定緊急施
設一覧　⑪地域・年齢別一覧　⑫公共施設
一覧　⑬子育て施設一覧　⑭オープンデータ
一覧
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継続

令和４年度 令和６年度

＜継続実施＞ ＜継続実施＞
・組織ヒアリング
・調査・検討
・定年延長に関する調査・検討
・実施

同左 同左

区分

事業名 （６）組織・機構の見直し

担当課 行政管理課、職員課、関係課

取組内容
　各部署の現状や課題、法定定員の充足状況、事務事業量等を勘案して、スクラップ・アン
ド・ビルド方式により組織機構の見直しを図るとともに、定年延長制度の導入を見据えた適
正な事務事業の執行が確保できる必要最小限の職員数を確保する。

取組計画

令和５年度 令和７年度
以降＜継続実施＞

・組織ヒアリング
・調査・検討
・実施

取組効果
　厳しい財政状況の中、行政運営の一層の効率化を図り、高度・多様化する市民ニーズや新
たな行政課題に対応する。

備考

令和
２年度

＜実施＞ ＜実施＞
・組織ヒアリング
・調査・検討
・実施

こ
れ
ま
で
の
取
組
実
績

取組計画 取組実績

令和
３年度

＜実施＞ ＜実施＞
・組織ヒアリング
・調査・検討
・実施

・組織ヒアリング
・調査・検討
・実施

・組織ヒアリング
・調査・検討
・実施

令和
元年度

＜実施＞ ＜実施＞
・組織ヒアリング
・調査・検討
・実施

・組織ヒアリング
・調査・検討
・実施

 ■　平成17年度～令和３年度　部局別職員数の推移（各年度４月１日現在）

平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30 平31 令2 令3 令4 定数

6 6 4 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

495 476 473 465 464 472 468 475 479 484 489 492 500 504 505 504 498 497

う ち 派 遣 職 員 数 18 11 7 6 3 3 5 4 6 7 5 7 9 8 5 9 9 8
うち特定任期付・再任用
フルタイム勤務職員数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 2 3 5 4 6

企 画 部 33 31 31 35 34 35 34 34 32 35 35 41 43 46 42 50 48 45

総 務 部 92 94 94 92 95 94 90 92 91 91 96 95 93 93 102 86 84 86

市 民 環 境 部 86 83 86 84 84 83 83 83 88 79 77 81 82 81 76 76 77 79

保 健 福 祉 部 140 132 130 124 125 130 134 135 136 142 143 147 84 84 86 86 87 89

こ ど も 福 祉 部 73 73 72 74 73 71

産 業 振 興 部 60 54 49 48 47 47 47 49 50 39 39 39 37 38 38 40 38 37

観 光 ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾂ 部 21 23 23 23 22 22 22 21 22

建 設 部 75 73 74 74 71 74 72 73 73 68 67 57 57 59 59 61 62 60

会 計 室 9 9 9 8 8 9 8 9 9 9 9 9 8 8 8 9 8 8

237 244 242 242 243 241 238 249 263 269 264 268 269 281 295 299 302 303 314

病 院 事 務 局 21 22 14 15 15 15 14 14 14 14 14 14 13 16 15 16 16 16 16

病 院 医 療 職 216 222 228 227 228 226 224 235 249 255 250 254 256 265 280 283 286 287 298

136 135 131 130 130 130 130 128 130 130 128 131 131 130 132 132 132 131 131

63 63 62 59 53 53 50 44 45 43 44 44 45 45 44 45 46 46 50

124 119 102 102 96 89 81 82 80 73 69 75 74 76 75 78 77 76 83
うち再任用フルタイム
勤 務 職 員 数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 -

議 会 事 務 局 9 9 8 9 9 9 9 9 9 8 8 9 10 10 9 9 9 9 9

選 挙 管 理 員 会 3 3 3 3 3 3 3 3 3 2 2 3 3 3 3 3 3 3 3

監 査 事 務 局 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

公 平 委 員 会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

農 業 委 員 会 5 5 5 4 5 5 5 6 6 6 6 6 5 5 5 5 5 5 6

教 育 委 員 会 103 98 82 82 75 68 60 60 58 53 49 53 52 54 54 57 56 55 58

1,055 1,037 1,010 998 986 985 967 978 997 999 994 1,010 1,019 1,036 1,051 1,058 1,055 1,053 1,061

0 0 0 0 0 0 0 0 0 7 17 18 15 11 8 14 17 16

1,061 1,043 1,014 1,003 991 990 972 983 1,002 1,011 1,016 1,033 1,039 1,052 1,064 1,077 1,077 1,074

839 815 782 771 758 759 743 743 748 744 744 756 763 771 771 775 769 766 762

18 11 7 6 3 3 5 4 6 7 5 7 9 8 5 9 9 9

国土交通省 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

札幌広域圏組合 1 1 1 1 1 1

北海道移住交流促進協議会 1 1 1

北海道（Ｊ８） 1

組合専従 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 1 1 1 1 1 水道局 1 1

指宿市交流 1 1 1 1

北海道市長会 1 1

北海道（納税） 1 1 1 1 1 1 1

後期高齢医療広域連合 1 1 1 1 1

ちとせ環境と緑の財団 1

千歳市環境保全公社 1 1

道央廃棄物処理組合 0 2 2 2 3 3 3 3 4 4 4

千歳市社会福祉協議会 1 1 1

福祉サービス公社 2 2 1 1

札幌市消防局 消防 消防 消防
東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会 1 1 1

科学技術振興機構 1 1

千歳科学技術大学 3 3 1 1 1 1 1 1

千歳青少年教育財団 3 3 1 1

千歳市体育協会 2 2 2 2 1

3 3 6 4 8 6 4 4 4 2 4 5 1 1

3 3 6 4 8 6 4 4 4 2 4 5 1 2

3

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 2 2 4 3 3 一般行政職に含む

道央廃棄物処理組合 1 1 1 1 2 2 2

こども園 1 1

小学校（教育委員会） 1

防災学習交流センター 1 1 1 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 一般行政職に含む

特 別 職

市長部局（ 病 院 除 く）

483

病 院

消 防

公 営 企 業

行 政 委 員 会 等

一 般 職 計

再任用短時間勤務職員
数

常 勤 職 員 数

一 般 行 政 職

特定任期付（フルタイム）

派遣職員内訳（市長部局）

教
委

職員課付（休職者）

職員課付以外（休職者）

育児休業

再任用フルタイム

市長部局1
教育委員会1

市長部局1
教育委員会1

市長部局1
教育委員会1
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継続

令和４年度 令和６年度

＜実施＞ ＜継続実施＞
・体系的な人材育成の仕組みの構築
・新たな「千歳市人材育成基本方針」
に基づいた取組の推進
・人事評価制度の運用
・評価結果の活用（任用、給与、分
限、人材育成）

同左 同左

区分

事業名
（７）職員の意識改革の推進
（体系的な人材育成の仕組みの構築・人事評価の運用）

担当課 職員課、関係課

取組内容

　人材育成基本方針に基づき、職員の意識改革の更なる浸透と市民サービスの一層の向上を
目指している。
　また、職位に応じて求められる能力を重点的に伸ばす効果的な研修計画を策定するととも
に、人事評価のフィードバックによる課題の明確化や意識向上を図り、より効果的な能力向
上への活用に努める等、体系的な人材育成の仕組みを実践する。
　人事評価の運用については、制度の不断の見直しを行いながら、評価者研修などの取組を
継続的に行い、評価の偏りの是正や公正で納得性の高い評価の確立に取り組む。

取組計画

令和５年度 令和７年度
以降＜継続実施＞

同左

取組効果
　職員一人一人が、常に市民サービスの向上と業務改善の意識を持って職務を遂行する職場
づくりを推進し、職員の能力や実績を重視し、適切な人事管理を行うことによって職務に対
する意欲を促す。

備考

令和
元年度

＜実施＞ ＜実施＞
・体系的な人材育成の仕組みの構築
・人材育成基本方針及び意識改革ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの見直し
・人事評価制度の運用
・評価結果の活用（任用、給与、分限、人材育成）

こ
れ
ま
で
の
取
組
実
績

取組計画 取組実績

令和
３年度

＜実施＞ ＜実施＞
・体系的な人材育成の仕組みの構築
・新たな「千歳市人材育成基本方針」の策定とそれに
基づく取組開始
・人事評価制度の運用
・評価結果の活用（任用、給与、分限、人材育成）

・体系的な人材育成の仕組みの構築

・人事評価制度の運用
・評価結果の活用（任用、給与、分限、人材育成）

・体系的な人材育成の仕組みの構築
・新たな「千歳市人材育成基本方針」の策定とそれに基
づく取組開始
・人事評価制度の運用
・評価結果の活用（任用、給与、分限、人材育成）

令和
２年度

＜実施＞ ＜実施＞
・体系的な人材育成の仕組みの構築
・人材育成基本方針及び意識改革ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝの見直し
・人事評価制度の運用
・評価結果の活用（任用、給与、分限、人材育成）

・体系的な人材育成の仕組みの構築

・人事評価制度の運用
・評価結果の活用（任用、給与、分限、人材育成）

全職員に共通する人材育成の基本的な方針
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継続

令和４年度 令和６年度

＜一部実施＞ ＜一部実施＞

・継続案件となっている
業務の継続検討 同左 同左

区分

事業名 （８）ＣＴＳ(Challenge To Scrap)プロジェクトの推進

担当課 主幹（働き方改革推進担当）

取組内容
　働き方改革を推進するため、全職員を対象にスクラップ業務（事業）の募集を行い、提出
のあったスクラップ案を「業務（事務作業）」と「事業（事務事業）」に仕分けした上で、
各部・各庁内会議等で検討し、スクラップする業務（事業）を決定する。

取組計画

令和５年度 令和７年度
以降＜一部実施＞

同左

取組効果
　業務のスクラップ等により、時間外勤務の縮減、業務量の平準化、適正な人員配置など業
務の適正化が図られる。

こ
れ
ま
で
の
取
組
実
績

取組計画 取組実績

令和
３年度

＜継続実施＞ ＜継続実施＞
・スクラップ業務の募集・仕分け
・各部・各庁内会議等での検討・決定
・スクラップ業務の実行

・スクラップ業務の募集・仕分け
・各部・各庁内会議等での検討・決定
・スクラップ業務の実行
【Ｒ３提案件数】10件（業務９件、事業１件）
  うちスクラップの実行 ２件（簡素化２件）
【Ｒ２提案分】スクラップの実行 10件
 （廃止４件、変更５件、簡素化１件）

令和
２年度

＜実施＞

備考

ＣＴＳプロジェクトは、２年間を目途として集中的に実施したものであり、本取組により、職員に業務スクラップ等に対す
る意識の変化も見られ、今後の日常業務において業務改善などに取り組む素地は醸成されたと判断し、令和３年度で終了す
ることとなったが、継続検討となった残りの業務（11件）については、引き続き継続検討することとした。

【スクラップ（廃止・変更・簡素化）実行業務(事業)の確定分】
≪Ｒ２提案分≫
①緊急出勤に伴う旅行命令簿の廃止【廃止】
②一般的な事務連絡や庁内文書等の公印省略【簡素化】
③エコ通勤実施の際の予定と結果の報告【簡素化】
④ペーパーレス化による印刷用紙使用枚数の無駄遣い削減【簡素化】
⑤マイボトル持参等による外部委員が参加する会議などで出す「お茶」の廃止【廃止】
⑥各種会議等における挨拶文作成の省略化【廃止】
⑦内部会議における資料への見出し（インデックス）の貼付廃止【廃止】
⑧感染症対策や会議の趣旨、規模、種別等を考慮した、書面会議やWeb会議の実施【変更】
⑨庶務担当作業の縮小や各種動員の整理【簡素化】
⑩本部会議による事務事業評価の廃止【廃止】
⑪現在、市民協働版３回、行政版３回実施しているまちめぐりガイド（行政版）の廃止【廃止】
⑫辞令書の廃止（不利益処分など法律上必要な場合を除く）【廃止】
⑬「千歳市と基地」ダイジェスト版【廃止】　※「千歳市と基地」の冊子作製業務は簡素化
⑭市内路線バス乗降調査【変更】
⑮広報広聴モニター制度の見直し【変更】
⑯給与支払い事務等のアウトソーシング、ＲＰＡ化【変更】
⑰グループウエアないライブラリの表示内容の明確化【変更】
⑱指定金融機関等の実地検査の見直し【変更】
⑲議案の配布【簡素化】
⑳他課からの納税状況・所得課税状況の紹介に対する税証明等発行業務【簡素化】
㉑関連部署とのシステムにおける相続人、納税管理人等の情報共有【簡素化】
≪Ｒ３提案分≫
①料金後納郵便発送調べの簡素化【簡素化】
②文書件名簿の廃止（縮小）【簡素化】
③ノー残業デーにおける定時退庁率の報告【廃止】
④庁内周知等における「グループウェア掲示板文章」と「ワード（ＰＤＦ）文章」の重複排除【簡素化】

※継続検討となっていた11件の業務のうち、上記Ｒ２提案分⑳、㉑、Ｒ３提案分③、④については、令和４年度にスクラッ
プ（廃止・簡素化）を確定した。

＜実施＞
・ＣＴＳプロジェクト策定
・スクラップ業務の募集・仕分け
・各部・各庁内会議等での検討・決定
・スクラップ業務の実行

・ＣＴＳプロジェクト策定
・スクラップ業務の募集・仕分け
・各部・各庁内会議等での検討・決定
・スクラップ業務の実行
【Ｒ２提案件数】66件（業務57件、事業２件）
  うちスクラップの実行 ９件
 （廃止４件、変更１件、簡素化４件）

令和
元年度 ー ー
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継続

令和４年度 令和６年度

＜継続実施＞ ＜実施＞

【情報通信環境整備】
・地域住民への利用案内
・サービス開始（開通）
【デジタル活用支援推進事
業】
・国直轄事業の実施
・市広報等による周知等

【デジタル活用支援推進事
業】
・国直轄事業の実施
・市広報等による周知等

【デジタル活用支
援推進事業】
・国直轄事業の実
施
・市広報等による
周知等

区分

備考

＜実施＞

【情報通信環境整備】
・総務省の補助制度である「高度無線環境整備推
進事業（補助率１/３）」を活用し、居住世帯の
ある光ファイバ未整備地域の情報通信環境を整備
する。
（未整備地域）
　祝梅の一部、根志越の一部、中央、泉郷、幌
加、協和、新川、東丘、幌美内、モラップ

【情報通信環境整備】
・総務省の補助事業である「高度無線環境整備推
進事業費」を補正予算措置。
・令和２年10月、民設民営事業として実施する事
業者と負担金契約を締結し、工事着手。
・令和３年１月、対象地域住民に対し、光ファイ
バによるインターネットサービスの利用意向調査
を行った。（調査件数373件、申込件数151件、う
ち学校等の公共分5件。）

令和
元年度 ー ー

こ
れ
ま
で
の
取
組
計
画
・
実
績

取組計画 取組実績

令和
３年度

＜実施＞ ＜実施＞

【情報通信環境整備】
・光ファイバ未整備地域の情報通信環境整備
・地域住民への利用案内
【デジタル活用支援推進事業】
・「デジタル活用支援講習会」の周知

【情報通信環境整備】
・令和２年度から継続し、環境整備を行った。
・事業については令和４年度の事故繰越。
【デジタル活用支援推進事業】
・「デジタル活用支援講習会」の開催情報につい
て、広報ちとせや市ＨＰで周知した。

令和
２年度

＜実施＞

取組計画

令和５年度 令和７年度
以降＜実施＞

【デジタル活用支援推進事
業】
・国直轄事業の実施
・市広報等による周知等

取組効果
・デジタルデバイド（情報格差）の解消
・地域住民等の利便性の向上
・地域の活性化

事業名 （９）デジタルデバイド対策の実施

担当課 行政管理課

取組内容

　地域間のデジタルデバイド（情報格差）を解消するため、総務省の補助制度である「高度無線環境
整備推進事業（補助率１/３）」を活用し、居住世帯のある光ファイバ未整備地域（祝梅の一部、根
志越の一部、中央、泉郷、幌加、協和、新川、東丘、幌美内、モラップ）の情報通信環境を整備す
る。
　また、年齢、障害の有無や性別等によるデジタルデバイドを解消するため、国が普及推進する「ス
マートフォンの基本的な利用」や「スマートフォンによる行政手続」等に関する講習会・相談会等
（デジタル活用支援推進事業）の周知等を行う。

高度無線環境整備推進事業

デジタル活用支援推進事
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継続

令和４年度 令和６年度

＜調査検討＞ ＜一部実施＞

＜ＤＸ推進専門部会＞※新規
（国）標準仕様書の策定、ガバ
メントクラウド提供
(ベンダ）標準準拠システム開発
（市）システム標準化・共通化
専門部会の開催、標準準拠シス
テムへの移行準備、調査・分
析、計画検討等

＜ＤＸ推進専門部会＞
（国）ガバメントクラウド提供
（市）システム標準化・共通化
専門部会の開催、ベンダー選
定、移行作業（データ移行、テ
スト・研修、既存環境設定変更
等）

＜ＤＸ推進専門部会＞
（国）ガバメントクラウド提
供　　　　　　　（市）シス
テム標準化・共通化専門部会
の開催、移行作業（データ移
行、テスト・研修、既存環境
設定変更等）、標準準拠シス
テム稼働、ガバメントクラウ
ド利用開始

区分

備考

自治体ＤＸ推進計画抜粋

ー ー

令和
元年度 ー ー

こ
れ
ま
で
の
取
組
計
画
・
実
績

取組計画 取組実績

令和
３年度

＜調査検討＞ ＜調査検討＞

（国）標準仕様書の策定
（市）標準準拠システムへの移行に係る調査、検
討

（国）標準仕様書の策定
（市）標準準拠システムへの移行に係る調査、検
討

令和
２年度

取組計画

令和５年度 令和７年度
以降＜調査検討＞

＜ＤＸ推進専門部会＞
（国）標準仕様書の策定、ガバメ
ントクラウド提供
(ベンダ）標準準拠システム開発
（市）システム標準化・共通化専
門部会の開催、移行準備（ベン
ダーに対する情報提供依頼、移行
計画詳細化等）

取組効果

・自治体が情報システムを個別に開発する必要がなくなることから、人的・財政的負担が軽
減される。
・システム調達等に従事していた職員を、企画立案など、職員でなければできない業務に振
り向けることが可能になることから、行政サービスの向上に寄与する。
・標準化対象事務に係る業務フローを見直すことにより、行政運営の効率化に資することが
期待される。

事業名 （10）基幹系システム等の「ガバメントクラウド」への移行

担当課 行政管理課、その他システム等所管課

取組内容

　国においては、自治体の主要な２０業務（住基、税、国保、介護等）を処理する基幹系シ
ステムの標準仕様を作成するとともに、共通的な基盤・機能を提供するクラウドサービスの
利用環境（ガバメントクラウド）を整備することとしている。
　市においては、令和４年度からＤＸ推進専門部会において、各種システムの仕様調整や課
題整理を図り、国が示す目標時期である令和７年度末までに、基幹系システム等を事業者が
標準仕様に準拠して開発したシステムに移行する。
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継続

令和４年度 令和６年度

＜一部実施＞ ＜調査検討＞

＜ＤＸ推進専門部会＞※新規
・公共施設利用申込のオンラ
イン化向けた検討
・転出・転入手続のワンス
トップ化の実現

・オンライン化手続の拡充
・マイナポータルを経由した
オンライン接続の調査、検
討、事業予算化

・オンライン化手
続の拡充

区分

備考

ー ー

令和
元年度 ー ー

こ
れ
ま
で
の
取
組
計
画
・
実
績

取組計画 取組実績

令和
３年度

＜一部実施＞ ＜一部実施＞

・27手続へのオンライン手続の拡大
・転出・転入手続のワンストップ化の検討

・27手続へのオンライン手続の拡大
・転出・転入手続のワンストップ化の検討

令和
２年度

取組計画

令和５年度 令和７年度
以降＜実施＞

＜ＤＸ推進専門部会＞
・公共施設利用申込のオンラ
イン化の実現
・マイナポータルとの接続検
討

取組効果

・住民の利便性向上（24時間いつでも手続を行える、遠隔地からでも手続を行える、スマー
トフォンやタブレットから手続を行えるなど）
・行政運営の簡素化・効率化（本人確認作業の時間削減、正確性向上、窓口の混雑緩和な
ど）

事業名 （11）行政手続のオンライン化の推進

担当課 行政管理課、市民課、その他業務所管課

取組内容

　市では、平成18年度に道内参加団体共同で北海道電子自治体共同システム（電子申請シス
テム）を整備し、これまでも行政手続のオンライン化の取組を進めてきた。
　「自治体ＤＸ推進計画」の重点取組事項となっている自治体の行政手続のオンライン化の
うち、「特に国民の利便性向上に資する手続」として挙げられれている、子育て関係・介護
関係、被災者支援の27手続について令和４年度中にオンライン化を完了する。
　さらに、令和４年度からＤＸ推進専門部会において、公共施設予約システムの導入につい
て検討を進めており、その他の各種行政手続についても積極的にオンライン化を進める。

区分 手続名 実施状況 備考

児童手当等の受給資格及び児童手当の額についての認定の請求 実施済
児童手当等の額の改定の請求及び届出 実施済
氏名変更/住所変更等の届出 実施済
受給事由消滅の届出 実施済
未支払の児童手当等の請求 実施済
児童手当等に係る寄附の申出 実施済
児童手当等に係る寄附変更等の申出 実施済
受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の申出 対象外 公会計未採用
受給資格者の申出による学校給食費等の徴収等の変更等の申出 対象外 公会計未採用
児童手当等の現況届 実施済
保育の支給認定の申請 実施済
保育施設等の利用申込 実施済
保育施設等の現況届 実施済
児童扶養手当の現況届（事前送信） 実施済
妊娠の届出 実施済

要介護・要支援認定の申請 未実施
要介護・要支援更新認定の申請 未実施
要介護・要支援状態区分変更認定の申請 未実施
居宅（介護予防）サービス計画作成（変更）依頼の届出 未実施
介護保険負担割合証の再交付申請 実施済
被保険者証の再交付申請 実施済
高額介護（予防）サービス費の支給申請 実施済
介護保険負担限度額認定申請 実施済
居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給申請 実施済
居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給申請 実施済
住所移転後の要介護・要支援認定申請 未実施

被災者支援 り災証明書の発行申請 実施済

子育て

介護

※右に加え、住民基本台
帳法改正に基づく「転出・
転入手続のワンストップ
化」について、令和４年度
中の実現に向け、オンラ
インで転出届・転入予約
ができるよう、検討するこ
とが必要とされている。

令和４年度末を目指し
て、原則、全自治体で、
オンライン手続を可能に
する特に国民の利便性
向上に資する27手続（市
町村対象手続）
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継続

令和４年度 令和６年度

＜一部実施＞

（市）
・戸籍副本データ全件送信
・情報提供用個人識別符号
取得（国内在住者）
・戸籍情報システム改修
・住民票コード初期紐付
（海外在住者）

（市）
・継続運用
・戸籍附票の記載事項の追
加（住民票コード）

（市）
・継続運用

区分

備考

ー ー

令和
元年度 ー ー

こ
れ
ま
で
の
取
組
計
画
・
実
績

取組計画 取組実績

令和
３年度

＜一部実施＞ ＜一部実施＞

（国）
・附票ネットの整備
・戸籍情報連携システム開発
（市）
・市民課主査（戸籍新システム構築担当）の新設
・戸籍附票の記載事項の追加
・住民票コード初期紐付（国内在住者）

（国）
・附票ネットの整備
・戸籍情報連携システム開発
（市）
・市民課主査（戸籍新システム構築担当）の新設
・戸籍附票の記載事項の追加【現行】本籍・筆頭
　者・氏名・住所⇒【改正後】本籍・筆頭者・４
情
　報
・住民票コード初期紐付（国内在住者）

令和
２年度

取組計画

令和５年度 令和７年度
以降＜実施＞

（市）
・試行運転
・本格運用
・情報提供用個人識別符号
取得（海外在住者）

取組効果
・各種の社会保障手続で、マイナンバー制度を利用して戸籍証明書の提出が省略できる。
・戸籍の届出や戸籍証明書の取得が便利になる。

事業名 （12）戸籍新システムの構築によるネットワーク化

担当課 市民課

取組内容

　戸籍事務については、市区町村間のネットワーク連携が行われておらず、「社会保障手続
において、身分関係の確認のために戸籍証明書の添付が必要」、「戸籍証明書の請求は本籍
地市区町村に限られる」などの課題がある。
　このことから、国において戸籍情報のネットワーク連携のシステム整備を行うとともに、
市において戸籍情報システムの改修等を行うことにより、戸籍情報のネットワーク連携を実
現する。
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